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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パッケージ組立体において、
　前記パッケージ組立体は、支持体の要素をエンドエフェクタのアンビルおよびステープ
ルカートリッジのうち一方に取り付けるよう構成されており、
　前記パッケージ組立体は、
　前記支持体の要素と、
　前記支持体の要素上に設けられた第一接着剤と、
　ポケットを形成する第一部分及び第二部分を有し、さらに前記第二部分に連結されたハ
ンドル部を有するパッケージ部分であって、前記ポケットは前記支持体の要素を少なくと
も部分的に封入し、前記第一接着剤は前記第二部分によって覆われる、パッケージ部分と
、
　前記支持体の要素を前記パッケージ部分の前記第一部分に取り外し可能に保持する第二
接着剤と、
　を有し、
　力を前記ハンドル部分に加えて前記ポケットを開封し前記支持体の要素上の前記第一接
着剤を露出させることができ、
　前記第一接着剤は前記アンビルおよび前記ステープルカートリッジのうちの前記一方と
接触して配置することができる、パッケージ組立体。
【請求項２】
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　請求項１に記載のパッケージ組立体において、
　前記パッケージ部分は折りたたみ可能なシートである、パッケージ組立体。
【発明の詳細な説明】
【開示の内容】
【０００１】
〔発明の分野〕
　本発明は全体的に外科手術器具用の支持体、および外科手術器具のエンドエフェクタ組
立体に取り外し可能に取り付けられるよう構成された支持体に関する。
【０００２】
〔関連技術〕
　外科手術用ステープラ等の外科手術器具は、外科手術の工程において組織にステープル
を配備するよう構成できる。種々の実施形態において、外科手術用ステープラは、その外
科手術用ステープラの先端部に位置されるように構成されたエンドエフェクタを含むこと
ができる。このエンドエフェクタは、カニューレやトロカールの内部に位置されて、少な
くとも一部分をカニューレやトロカールの内部にスライドさせるように構成されることが
でき、また、患者の体壁に位置して、外科医が手術部位を治療するのに使用することがで
きる。種々の実施形態において、エンドエフェクタはステープルカートリッジを有する第
一ジョー部材を備えることができ、加えて、アンビルを有する第二ジョー部材を備えるこ
とができる。第一ジョー部材と第二ジョー部材を互いに近位側に移動させ、それらの間に
組織層を挟んで圧縮力を加えるよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、ステー
プルカートリッジはその内部に取り出し可能にステープルを収納でき、アンビルはステー
プルがステープルカートリッジから配備されると、ステープルを変形させることができる
。
【０００３】
　場合によって、組織層は比較的薄かったり、多量の水分を含有していたり、および／ま
たは厚みが不均一なことがあり、ステープルが組織内で上手く留まらない原因となる。こ
の問題を改善するために、支持体の要素を利用して組織を支持し、組織を挟んでステープ
ル留めすることができる。少なくとも一つの実施形態では、第一ジョー部材および第二ジ
ョー部材が手術部位に挿入される前に、支持体の要素を第一ジョー部材および第二ジョー
部材に取り外し可能に取り付けることができる。種々の実施形態において、支持体の要素
は、支持体の表面領域上にアンビルによって加えられる圧縮力を分散し、組織内で組織の
より均一な圧縮形状を形成できる。少なくとも一つの実施形態では、組織の均一な圧縮形
状によって、組織内で適切なステープル留めが行われる可能性が高くなる。
【０００４】
　種々の実施形態において、支持体の要素をエンドエフェクタのジョー部材に取り付ける
ことは外科医にとって困難となりうる。少なくとも一つの実施形態では、支持体の要素を
一方のジョー部材に取り付けるのに、支持体の要素を取り外し可能に保持するよう構成さ
れた接着剤を使用してもよい。このような実施形態では、接着剤が即座に支持体をジョー
部材に接着させる可能性があるため、外科医は支持体の要素とジョー部材を整合させるの
に細心の注意を払わねばならない。この場合、支持体の要素をジョー部材から取り外して
新たな支持体の要素に取り替える必要がある。結果として、外科医は、支持体の要素をエ
ンドエフェクタのジョー部材に位置して整合させるために貴重な時間を割かねばならない
。これらに対する改良が必要である。
【０００５】
〔発明の概要〕
　本発明の少なくとも一つの形態によれば、支持体の要素および／または手術器具のエン
ドエフェクタは、外科医またはその他の医師が、支持体の要素をエンドエフェクタに適切
に整合させて取り付けることを補助する特徴を備えることができる。少なくとも一つの実
施形態では、支持体の要素は、支持体の要素から延びる少なくとも一つの部材を含むこと
ができ、この部材はステープルカートリッジ内に画定されたステープルキャビティおよび
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／またはアンビル内に画定されたアンビルポケットのうち一方と係合するよう構成できる
。このような実施形態の少なくとも一つでは、例えば、部材はステープルキャビティおよ
び／またはアンビルポケット内に摩擦嵌合および／または圧入されて、支持体の要素をス
テープルカートリッジおよびアンビルのうち一方に取り外し可能に保持することができる
。種々の実施形態において、切欠部またはスロットをステープルカートリッジおよび／ま
たはアンビルのうち一方に画定し、切欠部は支持体の要素の一部を受容して支持体の要素
を取り外し可能に保持するよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、支持体の要
素は、支持体の要素から延びる突起を含むことができ、この突起は、ステープルカートリ
ッジおよびアンビルのうち少なくとも一方に設けられた切開部材用経路に取り外し可能に
係合するよう構成できる。このような実施形態においては、突起は例えば圧入、摩擦嵌合
、および／または上記経路に係合することができる。
【０００６】
　本発明の少なくとも一つの形態によれば、支持体の要素とエンドエフェクタに、例えば
リップなどの協働特徴部を備えることができ、これによって支持体の要素をエンドエフェ
クタにスナップ留めすることができる。種々の実施形態において、エンドエフェクタは、
エンドエフェクタから延びる弾性部材を備えることができ、この弾性部材は支持体の要素
と部分的に接触することができ、支持体をエンドエフェクタに取り外し可能に保持させる
ことができる。少なくとも一つの実施形態では、ステープルカートリッジとアンビルのう
ち一方に複数の保持要素を設けることができ、支持体の要素が部分的に保持要素に摩擦嵌
合し、支持体の要素をステープルカートリッジおよび／またはアンビルに取り外し可能に
保持させることができる。
【０００７】
　本発明の少なくとも一つの形態によれば、支持体の要素はスリーブに取り外し可能に取
り付けることができ、このスリーブは、エンドエフェクタのステープルカートリッジおよ
びアンビルのうち少なくとも一方の上をスライドするよう構成できる。少なくとも一つの
実施形態では、支持体の要素はスリーブに取り付け可能な側部を含むことができ、加えて
、ステープルがステープルカートリッジから配備されたときにステープルと係合するよう
構成された本体を含むことができる。この実施形態では、側部を利用して本体をスリーブ
に取り外し可能に保持させることができる。少なくとも一つの実施形態では、例えば、凹
部および／または穿孔を支持体の要素の側部と本体の中間に画定して、本体を側部から分
離することができる。少なくとも一つの実施形態では、結果として、ステープルが本体へ
配備された後、穿孔および／または凹部によってスリーブを支持体から取り外すことがで
きる。
【０００８】
　本発明の少なくとも一つの形態によれば、支持体の要素を含むパッケージを使用して迅
速にエンドエフェクタ内に支持体の要素を整合し位置することができる。種々の実施形態
において、パッケージには第一部分と、第二部分と、第一部分に取り外し可能に取り付け
られる支持体の要素と、を含むことができる。少なくとも一つの実施形態では、第二部分
は、支持体の要素と隣接した第一位置と第二位置との間で移動可能に構成される。種々の
実施形態において、第二部分が第二位置にある時に支持体の要素は露出し、これにより、
パッケージが開放したエンドエフェクタのジョー部材の中間に位置することとなり、露出
した支持体の要素とエンドエフェクタの一方のジョー部材とが係合する。種々の実施形態
において、支持体は接着剤を含むことができ、支持体を一方のジョー部材に保持させるこ
とができる。支持体の要素が一方のジョー部材に係合された後、第二部分をエンドエフェ
クタから引き外して第一部分を支持体の要素から取り外すことができる。
【０００９】
　本発明の少なくとも一つの形態によれば、支持体の要素はエンドエフェクタのアンビル
およびステープルカートリッジのうち少なくとも一方に固定することができる。種々の実
施形態において、アンビルおよび／またはステープルカートリッジは一つ以上の孔すなわ
ち開口を内部に設けることができ、一つ以上の固定部材を受容して支持体の要素をアンビ
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ルまたはステープルカートリッジに保持するよう構成できる。種々の実施形態において、
固定部材はアンビルおよび／またはステープルカートリッジの孔から取り外して、支持体
の要素をエンドエフェクタから分離することができる。固定部材はまた、支持体の要素か
ら取り外すよう構成して、患者の体内に吸収されるよう生体吸収性材料で形成することが
できる。少なくとも一つの実施形態では、支持体の要素は一つ以上の取り外し可能なクリ
ップによりエンドエフェクタに取り付け可能である。
【００１０】
　本発明の少なくとも一つの形態によれば、エンドエフェクタに取り外し可能に取り付け
られた支持体の要素は不活性接着剤を含むことができる。種々の実施形態において、外科
医は、不活性接着剤をエンドエフェクタに接着させることなく、支持体の要素をエンドエ
フェクタに何度も位置および整合させることができる。外科医が支持体の要素をエンドエ
フェクタに的確に合わせると、次に外科医は反応剤を不活性接着剤に添加することができ
る。種々の実施形態において、反応剤は接着剤を活性化して、これにより活性剤は、支持
体の要素をエンドエフェクタの一部に取り外し可能に接着できるようになる。少なくとも
一つの実施形態において、支持体の要素に凹部を設け、この凹部にアプリケータを受容し
て、不活性接着剤への反応剤の添加を容易にすることができる。
【００１１】
　本発明の少なくとも一つの形態によれば、エンドエフェクタは後退可能な保持部材を有
し、支持体の要素をエンドエフェクタに保持させることができる。種々の実施形態におい
て、保持部材は第一位置すなわち遠位位置と、第二位置すなわち近位位置との間を移動可
能である。少なくとも一つの実施形態では、可撓性部材を操作可能にハンドル部に係合さ
せ、外科医がハンドル部を操作して可撓性部材をエンドエフェクタに対して後退させるこ
とができる。種々の実施形態において、ステープルが支持体を通して配備される間、可撓
性部材は支持体の要素を所定の位置に維持することができる。少なくとも一つの実施形態
では、保持部材はエンドエフェクタに対して後退させることができ、これにより支持体は
エンドエフェクタから分離されてエンドエフェクタを手術部位から取り外すことができる
。
【００１２】
　本発明の前述の特徴および利点ならびに他の特徴および利点、そしてそれらを達成する
方法は、添付の図面と併せて、以下の、本発明の実施形態の説明を参照することにより明
らかとなり、本発明をよりよく理解できるであろう。
【００１３】
〔詳細な説明〕
　本明細書に開示される装置の構造、機能、製造、そして用途、およびその方法の原理の
全体的な理解のため、いくつかの例示的な実施形態を以下に説明する。これらの実施形態
の一つ以上の実施例は、添付の図面に図示されている。本明細書に詳細に記載され、添付
の図面に図示された装置および方法が、非限定的な例示的実施形態であって、本発明の種
々の実施形態の範囲は請求項によってのみ規定されることは当業者には理解できるであろ
う。一つの例示的実施形態に関連して図示または説明された特徴は、他の実施形態の特徴
と組み合わせることができる。このような変形例や変更例は本発明の範囲に含まれるもの
とする。
【００１４】
　種々の実施形態において、図１および図２を参照すると、手術器具のエンドエフェクタ
は支持体「Ｂ」の少なくとも一つの要素を、取り外し可能に取り付けることができる。少
なくとも一つの実施形態では、エンドエフェクタは組織「Ｔ」を係合して挟み、組織にス
テープルを配備し、組織と支持体の要素を切開するよう構成できる。この実施形態では、
その後エンドエフェクタを組織から取り外して、ステープルと支持体の要素は切開部「Ｉ
」の両側の組織に取り付けられた状態で残される。種々の実施形態において、手術器具は
ハンドル組立体、エンドエフェクタ組立体、器具シャフト、およびエンドエフェクタ組立
体に取り外し可能に取り付けられた支持体の少なくとも一つの要素を含むことができる。



(5) JP 5586857 B2 2014.9.10

10

20

30

40

50

少なくとも一つの実施形態では、図３を参照すると、ハンドル組立体１２を器具シャフト
１６の第一端部１３すなわち近位端に取り付けることができ、加えて、エンドエフェクタ
組立体１４は器具シャフト１６の第二端部１５すなわち遠位端に取り付けるよう構成でき
る。種々の実施形態において、エンドエフェクタ組立体１４と器具シャフト１６の少なく
とも一部は、低侵襲的外科処置の際に、患者の体内のカニューレやトロカールの内部に位
置するか、あるいは少なくとも一部をその内部に挿入するよう構成できる。種々の手術器
具が、２００６年１月１０日出願の米国特許出願第１１／３２９，０２０号発明の名称「
Surgical Instrument Having an Articulating End Effector」、２００６年１月３１出
願の米国特許出願第１１／３４３，３２１号発明の名称「Surgical Cutting and Fasteni
ng Instrument with Closure Trigger Locking Mechanism」、および２００６年９月２９
日出願の米国特許出願第１１／５２９，９３５号発明の名称「Surgical Staples Having 
Attached Drivers and Stapling Instruments for Deploying the Same」に詳述されてお
り、これらの開示全体は参照して本明細書に組み入れられる。
【００１５】
　種々の実施形態において、手術器具のエンドエフェクタは第一ジョー部材と第二ジョー
部材を含むことができ、第一ジョー部材と第二ジョー部材のうち少なくとも一方は、他方
のジョー部材に対して移動するように構成され、それらの間に組織を挟むことができる。
種々の実施形態において、図４から図１１を参照すると、第一ジョー部材２０はステープ
ルカートリッジ２２を含むことができ、加えて、第二ジョー部材２４はアンビル２６を含
むことができる。少なくとも一つの実施形態において、ステープルカートリッジ２２は、
内部に複数のステープルキャビティ３０を画定するデッキ２８を含むことができる。アン
ビル２６はアンビルカバー２７とアンビル面３２を含むことができ、アンビル面３２には
複数のアンビルポケット３４が画定されている。種々の実施形態において、各ステープル
キャビティ３０は内部にステープルを取り出し可能に収納するよう構成でき、各アンビル
ポケット３４は、ステープルが配備されると、ステープルの少なくとも一部を変形するよ
う構成できる。種々の実施形態において、ステープルカートリッジとアンビルのうち少な
くとも一方が一つ以上の把持特徴部３５、すなわちリッジを含むことができ、エンドエフ
ェクタ内の組織を把持するよう構成できる。
【００１６】
　上記に加えて、図４から図１１を参照すると、エンドエフェクタ組立体１４は支持体３
６および／または３６’の少なくとも一つの要素を含むことができ、これらは第一ジョー
部材と第２ジョー部材の中間に位置するよう構成でき、さらに、例えばデッキ２８および
／または面３２のうち一方に取り外し可能に保持させることができる。少なくとも一つの
実施形態では、第一ジョー部材と第二ジョー部材の間に組織が挟まれると、支持体の要素
の表面は組織に接触するよう構成できる。この実施形態では、支持体の表面は組織に対し
て圧縮締め付け力を分布し、組織から余分な水分を取り除き、および／またはステープル
の結合を改善することができる。種々の実施形態において、一つ以上の支持体の要素をエ
ンドエフェクタ組立体に位置することができる。少なくとも一つの実施形態では、図１１
を参照すると、支持体３６ａの要素の一つをステープルカートリッジ２２に取り付け、支
持体３６ａ’の要素の一つをアンビル２４に取り付けることができる。少なくとも一つの
他の実施形態では、例えば、支持体３６の二つの要素をデッキ２８に位置し、支持体３６
’の要素の一つを面３２に位置することができる。他の種々の実施形態において、適切な
数の支持体の要素をエンドエフェクタ組立体に配置することができる。いずれにせよ、種
々の実施形態において、一つ以上の支持体の要素は、例えば生体吸収性材料、生体分解性
材料、および／または溶解性材料で形成し、治癒過程で吸収、分解、および／または溶解
することができる。少なくとも一つの実施形態では、一つ以上の支持体の要素は、例えば
少なくとも部分的に治療薬を含むことができ、時間と共に治療薬が放出され、組織の治癒
に役立つことができる。さらに種々の実施形態において、一つ以上の支持体の要素は、例
えば非吸収性材料および／または非溶解性材料を含むことができる。
【００１７】
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　種々の実施形態において、図６、７、９、および１０を参照すると、エンドエフェクタ
組立体は少なくとも一つの結合部材または固定部材を含むことができ、支持体の要素を、
例えばアンビルとステープルカートリッジのうち少なくとも一方に取り外し可能に保持さ
せることができる。少なくとも一つの実施形態では、例えば結合部材３８などの各結合部
材は、本体４０を含むことができ、この本体４０は例えば円筒状であってよい。このよう
な実施形態のうち少なくとも一つでは、結合部材３８は外側に広がる頭部４２も含むこと
ができ、これにより結合部材が支持体の要素に設けられた孔または開口４４から滑り落ち
ることを防止するか、少なくとも阻止することができる。他の種々の実施形態において、
結合部材はその他の様々な形状を適宜とって、支持体の要素をエンドエフェクタに保持さ
せることができる。少なくとも一つの実施形態において、一つ以上の結合部材は締め具を
設けることができ、この締め具は支持体をステープルカートリッジおよび／またはアンビ
ルに取り外し可能に保持するよう構成できる。
【００１８】
　種々の実施形態において、図７および図９を参照すると、頭部４２は凹部４３を含むこ
とができ、この凹部４３はドライバ、プレス機、その他適切な装置を受容するよう構成で
きる。少なくとも一つの実施形態では、例えば、ドライバまたはプレス機は凹部４３と係
合して結合部材３８を支持体の要素に挿通し、ステープルカートリッジのデッキ２８とア
ンビルの面３２のうち一方と係合することができる。そのような実施形態の一つでは、デ
ッキ２８および／または面３２は孔４６を含むことができ、結合部材の少なくとも一部、
例えば本体４０を受容するよう構成できる。種々の実施形態において、本体４０の外周と
孔４６の内周は協働して結合部材３８をアンビルとステープルカートリッジのうち一方に
摩擦嵌合または圧入して保持させることができる。上記に加えて、図６および図１０を参
照すると、支持体の要素は予め形成された孔４４を含むことができ、例えば、結合部材３
８がこれらの孔４４を貫通して孔４６に進入することができる。少なくとも一つの実施形
態では、支持体３６の要素をデッキ２８と面３２のうち一方に隣接または対向して位置し
て、支持体の孔４４が孔４６と軸方向に整合することができる。この場合、結合部材３８
は支持体の孔４４を貫通して孔４６に進入し、支持体の要素をデッキ２８と面３２のうち
一方に取り外し可能に保持させることができる。
【００１９】
　上記に加えて、結合部材はねじを含むことができ、例えばステープルカートリッジおよ
び／またはアンビルの孔とねじ係合することができる。種々の実施形態において、このよ
うなねじはセルフタッピングねじおよび／または孔に切られたねじとねじ係合するよう構
成できる。セルフタッピング式の結合部材を使用する実施形態では、結合部材は、予め孔
が形成されていない支持体の要素、ステープルカートリッジ、および／またはアンビルと
共に使用することができる。いずれにせよ、結合部材とアンビルまたはステープルカート
リッジの孔との結合は支持体を適切な位置に保持するのに十分でありながら、必要時に支
持体をステープルカートリッジおよび／またはデッキから剥がすことができる。少なくと
も一つの実施形態では、外側に広がった頭部４２を、孔４６を取り巻く傾斜面の皿孔に埋
めるよう構成し、これにより支持体の要素の組織接触面が平坦あるいは少なくともほぼ平
坦となり、組織が結合部材に引っかかったり障害となったりする恐れを低減する。
【００２０】
　種々の実施形態において、結合部材はエンドエフェクタから取り外されて支持体の要素
に沿って配備させるよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、結合部材の頭部は
結合部材の本体から分離するよう構成でき、頭部は支持体の要素と共に配備される一方で
本体はエンドエフェクタに取り付けられたまま残る。他の種々の実施形態において、支持
体の要素がエンドエフェクタから取り外された際、結合部材の全体がエンドエフェクタに
取り付けられたまま残すこともできる。いずれにせよ、少なくとも一つに実施形態では、
結合部材は少なくとも一部を生体吸収性材料、生体分解性材料、および溶解性材料のうち
少なくとも一つで作成することができ、結合部材は体内で吸収、分解、および／または溶
解される。種々の実施形態において、例えば結合部材は治療薬を含むことができ、時間と
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共に治療薬が放出され、組織の治癒に役立つことができる。さらに種々の実施形態におい
て、結合部材は例えばプラスチックなどの非吸収性および／または非溶解性材料を含むこ
とができる。
【００２１】
　種々の実施形態において、結合部材は任意の適切なパターンや形状に配置することがで
きる。少なくとも一つの実施形態では、結合部材は例えば支持体３６の要素の外周に沿っ
て配置することができる。少なくとも一つの実施形態では、結合部材は、例えば支持体の
要素の一つ以上の側部および／または端部に近接して配置し、これにより、エンドエフェ
クタがトロカールを通して挿入されるか組織と係合した際に支持体がステープルカートリ
ッジのデッキおよび／またはアンビルの面から剥がれ落ちることを防止するか、少なくと
も防止を補助する。種々の実施形態において、結合部材はたとえばシアノアクリレートな
どの任意の適切な接着剤と共に使用してエンドエフェクタに支持体の要素、もしくは少な
くとも支持体の一部を取り外し可能に保持させることができる。少なくとも一つの実施形
態において、接着剤を、結合部材が支持体の要素、ステープルカートリッジ、および／ま
たはアンビルの孔と係合する前に結合部材に塗布することができる。
【００２２】
　種々の実施形態において、図１２から図１４を参照すると、少なくとも一つの弾性部材
を使用して支持体の要素をエンドエフェクタのステープルカートリッジおよび／またはア
ンビルに取り外し可能に保持させることができる。少なくとも一つの実施形態では、少な
くとも一つの弾性部材、例えば弾性部材１５０または１５０’は、第一端部１５２または
１５２’などの第一端部を有することができ、これらは第一ジョー部材１２０および第二
ジョー部材１２４のうち一方に取り付けられ、もしくは一体に形成されるよう構成される
。少なくとも一つの実施形態では、各弾性部材１５０は、例えば第二端部１５４または１
５４’などの第二端部を含むことができ、例えば支持体１３６または１３６’の要素など
の支持体の要素を、第一ジョー部材および第二ジョー部材のうち少なくとも一方に接触さ
せて取り外し可能に保持させるよう構成される。種々の実施形態において、第二端部１５
４は先端部１５８を含むことができ、この先端部１５８は、例えば支持体１３６の要素の
少なくとも一部を把持するよう構成できる。種々の実施形態において、先端部１５８は凹
凸表面もしくはリブ表面を有する外形および／または構造を有し、これにより、例えば支
持体の要素と摩擦係合が可能となる。
【００２３】
　種々の実施形態において、図１２から図１４を再度参照すると、複数の弾性部材をジョ
ー部材の少なくとも二つの側部に設けることができ、これにより、支持体の要素の側部を
ジョー部材に保持することができる。少なくとも一つに実施形態では、各弾性部材１５０
の第一端部１５２は、例えば接続部材１５６または１５６’などの接続部材もしくはバー
によって互いに接続されてよい。種々の実施形態において、接続部材１５６は第二ジョー
部材１２４に取り付けることができ、これにより、接続部材１５６は弾性部材１５０を支
持することができる。その他の種々の実施形態において、複数の弾性部材１５０を、接続
部材を使用せずに第一ジョー部材と第二ジョー部材のうち少なくとも一方に取り付けるこ
とができる。この実施形態では、例えば、弾性部材の第一端部を第一ジョー部材と第二ジ
ョー部材のうち一方に直接取り付けることができる。
【００２４】
　上記に加えて、種々の実施形態において、少なくとも一つの弾性部材を支持体の要素に
対して付勢し、これにより弾性部材が支持体の要素に保持力を付与し、支持体の要素を第
一ジョー部材と第二ジョー部材のうち一方に取り外し可能に保持させることができる。少
なくとも一つの実施形態では、支持体の要素は組織接触部１５９または１５９’と、この
組織接触部１５９または１５９’に対してほぼ直交または直角方向に延びる二つの側部１
６０または１６０’を有することができる。この実施形態の少なくとも一つでは、組織接
触部１５９をデッキ１２８に近接して、または接触するよう位置することができ、加えて
、側部１６０は第一ジョー部材１２０の側壁１２１に接するよう構成できる。同様に、組
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織接触部１５９’も表面１３２に近接して、または接触するよう位置することができ、加
えて、側部１６０’は第二ジョー部材１２４の側壁１２５に接するよう構成できる。種々
の実施形態において、各弾性部材１５０の各第二端部１５４は支持体１３６の要素の側部
１６０に係合可能に構成され、保持力を付与できる。少なくとも一つの実施形態では、例
えば、ステープルが支持体を通して配備された後、および／または支持体がエンドエフェ
クタから分離した時、弾性部材１５０は支持体１３６を取り外すよう構成できる。少なく
とも一つの実施形態では、弾性部材は、例えば金属やプラスチックなどの弾性素材から形
成してもよい。
【００２５】
　種々の実施形態において、図１５から図１８を参照すると、保持部材はエンドエフェク
タ内の第一位置と第二位置との間を移動可能に構成でき、支持体の要素をエンドエフェク
タに取り外し可能に保持できる。少なくとも一つの実施形態では、エンドエフェクタ組立
体２１４はステープルカートリッジ２２２を有する第一ジョーと、アンビル２２６を有す
る第二ジョーを含むことができ、保持部材２６２はステープルカートリッジ２２２とアン
ビル２２６に対して移動することができる。種々の実施形態において、保持部材２６２は
遠位端２６４近傍の第一位置すなわち伸長位置と、近位端２６３近傍の第二位置すなわち
後退位置との間で移動可能である。伸長位置において、保持部材２６２はエンドエフェク
タ２１４が手術部位に挿入される際に支持体２３６を所定の位置に維持できる。その後、
例えば組織を挟んでエンドエフェクタ２１４を閉じ、支持体を通してステープルを組織に
配備できる。種々の実施形態において、保持部材２６２は後退位置に移動可能であり、こ
れにより保持部材２６２を操作可能に支持体２３６から取り外すことができる。少なくと
も一つの実施形態では、保持部材２６２はステープルが配備される前に後退させることが
できる。いずれにせよ、上記の結果、エンドエフェクタ２１４を開いて手術部位から引き
抜き、ステープル留めされた支持体と組織が残ることになる。
【００２６】
　種々の実施形態において、保持部材は近位端を有することができ、この近位端は外科用
ステープル器具のハンドル部のレバーやその他の作動機構と操作可能に係合しており、こ
れにより外科医は上記に述べた通り保持部材の後退を遠隔操作できる。少なくとも一つの
実施形態では、保持部材２６２は遠位端を有することができ、この遠位端は保持バー２６
４と係合もしくは取り外し可能に保持され、保持部材２６２を保持バー２６４から取り外
すためには保持部材２６２に力を加えねばならぬよう構成されている。その後、保持部材
２６２を近位側に距離Ｌだけ後退させ、第二位置まで移動させる。少なくとも一つの実施
形態では、保持部材２６２は、十分に支持体から取り除かれるまで、例えば支持体２３６
の経路もしくは孔２６６を通して後退できる。少なくとも一つの実施形態では、孔２６６
は保持部材２６２が後退する際に、保持部材２６２を取り囲んで案内できる。種々の実施
形態において、保持部材は可撓性ワイヤで形成できる。少なくとも一つの実施形態では、
エンドエフェクタは、後退可能な保持部材によってエンドエフェクタに保持された二つ以
上の支持体の要素を含むことができる。この実施形態の少なくとも一つでは、図１７およ
び図１８を参照すると、エンドエフェクタ２１４は保持部材２６２’を有し支持体２３６
’を所定の位置に維持できる。
【００２７】
　種々の実施形態において、エンドエフェクタ組立体は切開部材を含むことができ、この
切開部材は一つ以上の支持体の要素を切開するよう構成できる。少なくとも一つの実施形
態では、切開部材は手術器具発射駆動部によってエンドエフェクタに対し起動され、エン
ドエフェクタのアンビルおよび／またはステープルカートリッジ内の切開部材スロットに
案内される。少なくとも一つの実施形態では、図１９を参照すると、切開部材２６８の上
部２６７はアンビル内のスロット内をスライドするよう構成され、加えて、切開部材の下
部２６９はステープルカートリッジ内のスロット内をスライドするよう構成される。種々
の実施形態において、切開部材２６８はブレード２７０を含むことができ、このブレード
２７０は右上がりの傾斜を有し、すなわち、刃先の下端が上端の遠位側に位置している。
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少なくとも一つの実施形態では、この構成は支持体を遠位側に実質的に押すことなく、ま
たエンドエフェクタ内の支持体の整合を乱すことなく、支持体を切開するよう構成されて
いる。少なくとも一つの別の実施形態では、図２０を参照すると、切開部材２６８’のブ
レード２７０’は右下がりの傾斜となっており、すなわち、刃先の下端が上端の近位側に
位置している。さらに別の実施形態では、図２１を参照すると、切開部材２６８’’のブ
レード２７０’’は、右上がりの傾斜を有する第一部分２７０ａ’’と、右下がりの傾斜
を有する第二部分２７０ｂ’’とを有する。
【００２８】
　上記に述べた通り、エンドエフェクタ組立体は、ステープルカートリッジと、アンビル
と、ステープルカートリッジとアンビルとの中間に位置する少なくとも一つの支持体の要
素とを含むことができる。少なくとも一つの実施形態では、図２２から図２４を参照する
と、支持体３３６などの支持体の要素は、ステープルカートリッジ３２２および／または
アンビル（図示せず）のうち少なくとも一方にスナップ留めして支持体の要素をエンドエ
フェクタ内に取り外し可能に保持させることができる。図２３および図２４を参照すると
、ステープルカートリッジ３２２は第一側壁３２０と第二側壁３０４を含むことができ、
第一側壁と第二側壁の少なくとも一方から外側に延びるリップ３０６を含むことができる
。種々の実施形態において、支持体３３６は第一端部３０８すなわち側部と、第二端部す
なわち側部３１０と、端部３０８，３１０の長さ方向に沿って少なくとも部分的に延びる
少なくとも一つのリップ３１２と、を有することができる。少なくとも一つの実施形態で
は、図２４を参照すると、リップ３１２はリップ３０６とスナップ嵌合して支持体３３６
をステープルカートリッジ３２２に取り外し可能に保持するよう構成できる。
【００２９】
　上記に加えて、図２４を参照すると、支持体３３６は表面３１６を含むことができ、こ
の表面３１６はステープルカートリッジ３２２のデッキ３２８に近接して、または接触す
るように位置できる。少なくとも一つの実施形態では、側端３０８，３１０は側壁を有す
ることができ、この側壁は表面３１６に直交もしくは直角方向に延びることができる。こ
の実施形態において、リップ３１２はこの側壁から延びてステープルカートリッジ３２２
のリップ３０６の後ろ側に結合することができる。種々の実施形態において、支持体３３
６のリップ３１２は、ステープルがステープルカートリッジ３２２から配備されると、ス
テープルカートリッジ３２２のリップ３０６から分離できる。より詳しくは、ステープル
が配備されると、ステープルは支持体３３６と接触し、支持体３３６に押し上げ力を与え
、支持体３３６をステープルカートリッジ３２２から分離させる。有利な結果として、ス
テープルがステープルカートリッジ３２２から配備される際および／またはエンドエフェ
クタが上述の通り開く際、支持体３３６は自動的にステープルカートリッジ３２２から分
離できる。
【００３０】
　種々の実施形態において、図２３および図２４を参照すると、支持体の要素は、支持体
の要素から延びる少なくとも一つの部材を有することができ、この部材は、支持体とステ
ープルカートリッジおよび／またはアンビルのうち一方とを取り外し可能に保持するよう
構成できる。少なくとも一つの実施形態では、部材３１８は支持体３３６から表面３１６
に対して直交または直角の方向に延びることができる。種々の実施形態において、部材３
１８はステープルキャビティ３２０および／またはアンビルポケットのうち一方と摩擦嵌
合または圧入によって係合でき、支持体の要素をステープルカートリッジとアンビルのう
ち一方に取り外し可能に保持させることができる。上記と同様に、種々の実施形態におい
て、ステープルキャビティ３２０から配備されたステープルは支持体３３６に押し上げ力
を与え、部材３１８をステープルキャビティ３２０から分離させる。種々の実施形態にお
いて、ステープルは突起３１８および／または支持体３３６を穿通して、上述の通り支持
体を組織に固定する。
【００３１】
　図２３に図示した通り、支持体の要素は、支持体の要素から延びる一つ以上の部材すな
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わち突起を含むことができ、支持体の要素をステープルカートリッジとアンビルのうち一
方に保持させる。種々の実施形態において、図２５から図２６を参照すると、例えば、一
つ以上の部材３１８’が支持体３３６’の要素から延びることができる。少なくとも一つ
の実施形態では、部材３１８’はステープルカートリッジ３２２’のステープルキャビテ
ィ３２０’および／またはアンビルのアンビルポケット（図示せず）に圧入可能であり、
これにより部材は支持体の要素をステープルカートリッジおよび／またはアンビルに上述
の通り摩擦嵌合できる。以下に詳述するが、ステープルカートリッジおよび／またはアン
ビルは、ステープルカートリッジのステープルキャビティとアンビルのアンビルポケット
に加えて、内部にスロットまたは孔を設けて、支持体の要素から延びる突起すなわち保持
要素を受容することができる。
【００３２】
　種々の実施形態において、図３３を参照すると、エンドエフェクタのアンビルとステー
プルカートリッジのうち少なくとも一方はスロットおよび／または溝を含むことができ、
このスロットおよび／または溝は支持体の要素をエンドエフェクタ組立体に取り外し可能
に保持すよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、ステープルカートリッジ７２
２は内部に少なくとも一つの孔７０４を含むことができ、この孔７０４は支持体７３６か
ら延びる突起７０６を受容するよう構成できる。そのような実施形態の少なくとも一つで
は、突起７０６は孔７０４に圧入および／または摩擦嵌合により受容されて支持体７３６
を取り外し可能に保持できる。少なくとも一つの実施形態では、図３３を参照すると、支
持体７３６は表面７１０を有する本体７０８を含むことができ、この表面７１０は、デッ
キ７２８と近接および／または当接して位置するよう構成できる。種々の実施形態におい
て、例えば、突起７０６は本体７０８から表面７１０が定める平面に対して直交または直
角方向に延びることができる。
【００３３】
　種々の実施形態において、例えば突起７０６は、第一部分７１２すなわち脚部と、第二
部分７１４すなわち足部７１４を含むことができ、第一部分７１２は孔７０４を貫通する
よう構成でき、第二部分７１４は孔７０４よりもやや大きい寸法と形状を有することがで
きる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、第二部分７１４の少なくとも一部が孔
７０４から突出するまで、突起７０６を孔７０４に挿入し押し込むことができる。種々の
実施形態において、突起７０６は孔７０４に挿入されると内側に偏向し、貫通すると、外
側へスナップ式に戻ることができる。加えて、もしくは上記の代わりに、第二部分７１４
は圧縮されつつ孔７０４に挿入され、貫通すると拡張することができる。いずれにせよ、
第二部分７１４はデッキ７２８の裏面の孔７０４近傍で係合し、支持体７３６をステープ
ルカートリッジ７０２に取り外し可能にスナップ留めで保持できる。少なくとも一つの実
施形態では、ステープルカートリッジからステープルが配備されて力が加えられるまで、
および／またはエンドエフェクタが上述の通り開いた際、突起７０６は孔７０４に取り外
し可能に保持される。
【００３４】
　種々の実施形態において、図２７を参照すると、例えば、ステープルカートリッジ３２
２’’および／またはアンビル３２６’’は、支持体３３６’’を受容するよう構成され
た切欠部３３４’’を有することができる。少なくとも一つの実施形態では、切欠部３３
４’’は支持体３３６’’をステープルカートリッジ３２２’’に取り外し可能に保持す
るよう構成できる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、支持体３３６’’を保持
要素３０２’’，３０４’’の間に圧入し、支持体３３６’’と保持要素３０２’’，３
０４’’との摩擦に打ち勝つためには、力を加える必要がある。種々の実施形態において
、保持要素３０２’’，３０４’’はリップあるいは突出部を含むことができ、これによ
り支持体３３６’’が上方に浮き上がるのを防止、あるいは少なくとも阻止することがで
きる。種々の実施形態において、図２８を参照すると、エンドエフェクタ組立体はステー
プルカートリッジ４２２とアンビル４２６を含むことができ、ステープルカートリッジと
アンビルのうち少なくとも一方が、そこから延びる第一保持要素４０２および／または第
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二保持要素４０４を含むことができる。少なくとも一つの実施形態では、第一保持要素４
０２および第二保持要素４０４はデッキ４２８および／または面４３２に対してほぼ直交
および／または直角に延びることができ、これにより支持体４３６の要素をエンドエフェ
クタに保持させることができる。種々の実施形態において、第一保持要素４０２および第
二保持要素４０４は、それらの間に支持体４３６を摩擦嵌合にて取り外し可能に保持する
ことができる。少なくとも一つの実施形態では、エンドエフェクタが手術部位に挿入され
て操作される際に支持体が外れないよう、側壁と保持要素との間には十分な摩擦係数が存
在する。ステープルが軟組織に対して配備されると、エンドエフェクタは再度開かれ、種
々の実施形態において、支持体４３６と保持要素４０２との間の摩擦力に打ち勝つことが
できる。
【００３５】
　種々の実施形態において、図３２を参照すると、外科手術用ステープル器具のエンドエ
フェクタはアンビルとステープルカートリッジ（図示せず）を含むことができ、上述の通
り、アンビルは操作可能にステープルカートリッジに係合されて、エンドエフェクタが組
織を挟むよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、アンビル６２６は面６３２と
、これに加えてスロット６０２を含むことができ、このスロット６０２には例えば切開部
材６６８などの切開部材をスライド可能に受容できる。種々の実施形態において、図示さ
れていないが、ステープルカートリッジもまた切開部材６６８をスライド可能に受容でき
るよう構成されたスロットを含むことができる。いずれにせよ、切開部材６６８は例えば
ブレード６７０などのブレードを含むことができ、ブレード６７０はエンドエフェクタ内
に位置された軟組織および／または支持体６３６を切開するよう構成できる。
【００３６】
　少なくとも一つの実施形態では、再度図３２を参照すると、支持体６３６は、例えば表
面６０４などの表面を有する本体を含むことができ、この表面は、例えばアンビルの面６
３２に近接して位置するよう構成できる。種々の実施形態において、支持体６３６は突起
６０６をさらに有することができ、この突起６０６は、表面６０４に対して直交および／
または直角方向に本体から延出している。少なくとも一つの実施形態では、突起６０６は
切開部材用スロット６０２に挿入して係合されるよう構成でき、支持体６３６をアンビル
６２６に取り外し可能に保持させることができる。図示されていないが、支持体の要素は
、支持体をステープルカートリッジに保持できる同様の特徴部を含むことができる。
【００３７】
　種々の実施形態において、切開部材用スロット６０２は第一側壁６０８と第二側壁６１
０を含むことができ、突起６０６は第一側壁および第二側壁の間に摩擦係合および／また
は圧入されて突起６０６をスロット６０２内に取り外し可能に保持することができる。少
なくとも一つの実施形態では、スロット６０２は横断部分６１２を含むことができ、この
横断部分６１２は切開部材６６８から延びるカム部材６３１を受容でき、カム部材６３１
はアンビル６２６を閉位置で維持するよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、
突起６０６は、突起６０６から延びる少なくとも一つのタブ６１４を含むことができ、こ
のタブ６１４は少なくとも部分的に横断部分６１２内に延び、突起６０６をスロット６０
２内に保持することを補助する。種々の実施形態において、突起は弾性特徴部を含むこと
ができ、この弾性特徴部は、スロット６０２内に圧入されると、スロット６０２の側壁に
付勢力を付与できる。
【００３８】
　種々の実施形態において、上記に加え、切開部材６６８は、アンビル６２６内で前進し
第一部分６１８を第二部分６２０から分離する際、突起６０６を切開するよう構成できる
。少なくとも一つの実施形態では、溝６１６は支持体６３６の断面厚さを低減し、支持体
を横に切断する力を低減できる。種々の実施形態において、一つ以上の溝６１６の大きさ
および寸法は、突起６０６の少なくとも一部が第一部分６１８および／または第二部分６
２０よりも細くなるよう構成できる。上述の通り、溝６１６の少なくとも一つは、例えば
Ｖ字型にでき、これにより、刃先６７０がＶ字形状の先端またはその近傍で突起６０６に
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接触できる。種々の実施形態において、図示していないが、例えば突起６０６は、その内
部に少なくとも一つの穿孔を含むことができ、これにより突起を切開する際の力を低減す
ることができる。
【００３９】
　種々の実施形態において、上述した支持体を取り付ける装置に加え、またはその代わり
に、支持体の要素は接着剤により手術器具のエンドエフェクタに取り付けることができる
。少なくとも一つの実施形態では、図２９と図３０を参照すると、エンドエフェクタ組立
体５１４は面５３２を有するアンビル５２６に加えて、デッキ表面５２８を有するステー
プルカートリッジ経路５２２を含むことができる。少なくとも一つの実施形態では、例え
ば支持体５３６などの支持体の要素は、面５３２とデッキ表面５２８のうち一方に近接し
て位置でき、支持体５３６は本体５０２と少なくとも一つのハンドル部５０６を含むこと
ができる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、ハンドル部５０６は本体５０２か
ら延出して、外科医がハンドル部５０６を利用してエンドエフェクタ組立体内の支持体５
３６を位置して整合させることができる。少なくとも一つの実施形態では、ハンドル部５
０６は表面５０４の平面に対して平行におよび／またはこれを横切って延びることができ
る。
【００４０】
　種々の実施形態において、図２９と図３０を参照すると、支持体の要素は例えば接着剤
５１２などの不活性接着剤を支持体の表面に含むことができる。この接着剤は、表面がス
テープルカートリッジのデッキとアンビルの面のうち一方に位置される前に、表面に塗布
することができる。少なくとも一つの実施形態では、接着剤５１２は、反応剤によって活
性化されると、例えば表面５０４を面５３２および／またはデッキ５２８に取り外し可能
に接着するよう構成できる。上記と同様に、このような活性化接着剤は表面５０４を面５
３２および／またはデッキ５２８と接触した状態で取り外し可能に保持させるのに使用で
きる。種々の実施形態において、活性化接着剤は、例えばステープルがステープルカート
リッジから配備された時および／またはエンドエフェクタが開いた時などの力が作用する
と、支持体をデッキおよび／または面から取り外すよう構成できる。種々の実施形態にお
いて、不活性接着剤は支持体の本体５０２の外周に沿って塗布することができ、例えば反
応剤を不活性接着剤に容易に添加することができる。
【００４１】
　種々の実施形態において、支持体上の不活性接着剤は二成分接着剤の一方の成分を含む
ことができ、反応剤はその二成分接着剤の他方の成分を含むことができ、これにより、二
つの成分を混合すると、接着剤が活性化される。すなわち、後述するように、不活性接着
剤は反応剤に導入されるまで不活性である材料を含むことができる。少なくとも一つの実
施形態では、不活性接着剤と反応剤は、例えば外科手術に適したエポキシを含むことがで
きる。種々の実施形態において、不活性接着剤は、水に対して実質的に不溶性および／ま
たは実質的に反応しない、水安定性材料を含むことができる。少なくとも一つの実施形態
では、接着剤は、例えば熱溶解性接着剤、シリコーン、ウレタン、シアノアクリレート、
ヒドロゲル、および／またはイソシアノレートなどの材料、また任意の適切なモノマーお
よび／またはポリマーを含むことができる。種々の実施形態において、適切な接着剤と取
り付け装置は、１９９３年１１月２３日発行の米国特許第５，２６３，６２９号発明の名
称「Method and Apparatus for Achieving Hemostasis Along a Staple Line」、２００
３年１２月２日発行の米国特許第６，６５６，１９３号発明の名称「Device for Attachm
ent of Buttress Material to a Surgical Fastening Device」、２００３年７月１５日
発行の米国特許第６，５９２，５９７号発明の名称「Adhesive for Attaching Buttress 
Material to a Surgical Fastening Device」、２００１年８月１４日発行の米国特許第
６，２７３，８９７号発明の名称「Surgical Bettress and Surgical Stapling Apparatu
s」、および２００３年９月３０日出願の米国特許出願第１０／６７４，３０３号発明の
名称「Apparatus and Method for Attaching a Surgical Buttress to a Stapling Appar
atus」に開示されたものを含むことができ、これらの開示全体は参照して本明細書に組み
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入れられる。種々の実施形態において、反応剤は少なくとも一つの有酸素開始剤、嫌気性
開始剤、四級アンモニウム塩または化合物、および／または、アニオン開始剤などその他
の任意の適切なラジカル機構開始剤を含む材料を含むことができ、例えば２００６年６月
３０日出願の米国特許出願第１１／４７９，４２４号発明の名称「Absorbable Cyanoacry
late Compositions」に開示された材料を含むことができ、本開示全体は参照して本明細
書に組み入れられる。種々の実施形態において、接着剤および／または反応剤は、例えば
Closure Medical Corporationから販売されているものを使用してよい。少なくとも一つ
の実施形態では、接着剤は紫外線または任意の適切な光化学過程によって活性化するよう
構成できる。種々のそのような接着剤が、例えばHenkel Loctite Corporationから発売さ
れている。
【００４２】
　上記に加えて、種々の実施形態において、不活性接着剤を支持体の要素に使用すること
により、外科医は接着剤を瞬間的に接着させることなく、支持体の要素をアンビルの面お
よび／またはステープルカートリッジのデッキに位置および再位置することができる。少
なくとも一つの実施形態では、不活性接着剤は反応剤が添加されないと面および／または
デッキに接着しない。この特徴により、外科医が最初の試みで支持体の要素を適切に位置
する必要はなく、支持体の要素を再度デッキおよび／または面に複数回位置して、適切に
適合および整合させることができるという顕著な利点を提供する。種々の実施形態におい
て、少なくとも一つの保持部材または整合部材、例えば保持部材３１８(図２３）を接着
剤／反応剤と共に使用して、例えば反応剤を添加する前にエンドエフェクタの面および／
またはデッキに支持体の要素を保持させてもよい。
【００４３】
　種々の実施形態において、支持体の要素は、反応剤を受容するよう構成できる少なくと
も一つの溝または経路を含むことができる。少なくとも一つの実施形態では、図２９を参
照すると、支持体５３６は本体５０２とハンドル部５０６の中間に位置する凹部５０８を
含むことができる。さらに詳しくは、第一凹部５０８を本体５０２の第一側部と第一ハン
ドル部５０６との中間に設け、加えて、第二凹部５０８を本体５０２の第二側部と第二ハ
ンドル部５０６との中間に設けることができる。種々の実施形態において、支持体５３６
上の不活性接着剤５１２の少なくとも一部は凹部５０８に沿って延び、例えばアプリケー
タ５１４などのアプリケータを凹部５０８に挿入して反応剤を接着剤５１２に添加し、接
着剤を活性化することができる。少なくとも一つの実施形態では、結果として、凹部５０
８により反応剤の添加が容易となる。種々の実施形態において、反応剤アプリケータ５１
４は吸収チップ５１６を含むことができ、一定量の反応剤を取り外し可能に保存および添
加するよう構成できる。
【００４４】
　種々の実施形態において、図３０および図３１を参照すると、少なくとも一つの穿孔を
支持体５３６の要素に形成し、例えば少なくとも一方のハンドル部５０６を本体５０２か
ら分離することができる。少なくとも一つの実施形態において、穿孔５１０を本体５０２
とハンドル部５０６との中間に設け、十分な力がハンドル部５０６に加わると、支持体の
要素を穿孔５１０が画定する線すなわち軌道に沿って裂くことができる。種々の実施形態
において、穿孔５１０は凹部５０８の近傍および／または内部に位置することができ、こ
れにより、支持体の凹部５０８内および／または近傍における素材の厚みが低減し、ハン
ドル部５０６は容易に本体５０２より分離することができる。少なくとも一つの実施形態
では、上記の結果として、支持体の要素をエンドエフェクタ内に位置することができ、反
応剤を支持体上の不活性接着剤を添加することができ、少なくとも一方のハンドル部を支
持体の中央本体から取り外すことができる。
【００４５】
　種々の実施形態において、支持体の要素と、不活性接着剤と、反応剤は、例えば手術用
付属品キットに含めることができる。少なくとも一つの実施形態では、不活性接着剤を支
持体に予め塗布することができる。別の実施形態では、外科医がキットを使用して不活性
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接着剤を支持体の表面に塗布し、接着剤を「凝固」すなわち硬化もしくは乾燥させ、実質
的に表面に接着させることなく表面に位置することができる。少なくとも一つの実施形態
では、その後に支持体の要素をエンドエフェクタのステープルカートリッジまたはアンビ
ルのうち一方に位置することができる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、上述
の通り、支持体は、支持体から延びる少なくとも一つのハンドルを含むことができ、外科
医はこのハンドルを握って支持体をエンドエフェクタに対して操作できる。その後、エン
ドエフェクタのアンビルを支持体上に閉じ、反応剤が添加されるまで所定の位置に維持す
る。その際、図３１を参照すると、ハンドル部はアンビルが閉じている際に動かすことが
できる。あるいは、外科医は、ハンドルを取り外す前に、活性化された接着剤が少なくと
も部分的に硬化するのを待つことができる。いずれにせよ、エンドエフェクタはその後手
術部位に挿入され、上述の通り支持体を組織にステープル留めできる。種々の実施形態に
おいて、一つ以上のハンドル部は、ステープルが組織と係合した後に支持体の本体から切
り離すことができる。
【００４６】
　種々の実施形態において、少なくとも一つの支持体の要素を含むパッケージ組立体は、
支持体上の不活性接着剤を活性化させる手段を含むことができる。少なくとも一つの実施
形態では、パッケージ組立体は一定量の反応剤を内部に収容することができ、反応剤は放
出されると不活性接着剤と接触してこれを活性化できる。他の種々の実施形態において、
パッケージ組立体は開始剤を含むことができ、この開始剤は、パッケージ組立体内で不活
性接着剤と他の化学物質を反応させるよう構成できる。さらなる種々の実施形態において
、不活性接着剤は十分に加圧された場合に活性化するよう構成できる。その圧力は、エン
ドエフェクタのアンビルが支持体上に閉じてステープルカートリッジを押圧する際に発生
することができる。このような材料は、例えばシリコーン接着剤やアクリル接着剤など、
一つ以上の感圧接着剤を含むことができる。種々の実施形態において、パッケージは生体
適合性の熱溶解性接着剤を位置した支持体の要素を含むことができ、この接着剤は、発熱
化学反応により発生した熱が加わると溶解するよう構成できる。少なくとも一つの実施形
態では、例えば開始剤を化学物質と混合して発熱反応させ、接着剤の局所部分に熱を発生
させることができる。種々の実施形態において、取り除き可能なシート材やその他の適切
な分離装置を用いて開始材を化学物質から分離することができ、シート材を取り除くと、
開始剤と化学物質が互いに露出しあうことができる。そのような実施形態の少なくとも一
つでは、開始剤は、例えば容易に酸素原子を移行できる酸化剤または任意の適切な化学化
合物を含むことができ、また、化学物質は、例えば酸化剤により酸化されて発熱反応を起
こす鉄または鉄化合物を含むことができる。
【００４７】
　種々の実施形態において、パッケージは、生体適合性の熱溶解性接着剤を配置した支持
体の要素を含む事ができ、この接着剤は、例えばバッテリーなどの電源により発生した熱
が加わると溶解するよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、パッケージは電源
を含むことができる。さらなる種々の実施形態において、エネルギー源は、例えばエンド
エフェクタの一部、支持体の要素、エンドエフェクタ用スリーブ、および／または支持体
アプリケータに取り付けることができる。種々の実施形態において、パッケージ組立体は
第一接触子および第二接触子、および／またはその他任意の適切な伝導体および抵抗器を
含むことができ、これらによりバッテリーと電気回路を操作可能に完成させるよう構成で
きる。少なくとも一つの実施形態では、電源は、例えばパッケージ上のスイッチにより起
動し、これにより電気エネルギーが接触子に送られる。
【００４８】
　種々の実施形態において、エンドエフェクタ組立体のアンビルは取り外し可能な部分す
なわちスリーブを含むことができ、このスリーブはアンビルの第二部分上をスライドして
エンドエフェクタ組立体に取り付けるよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、
以下に詳述するが、スリーブをエンドエフェクタ組立体に組み付ける前に、支持体の要素
をスリーブに取り付けることができる。少なくとも一つの実施形態では、図３４を参照す
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ると、スリーブ８０２はアンビル部８２６上をスライドし、スナップ嵌合および圧入のい
ずれかにより所定の位置に維持される。そのような実施形態の少なくとも一つでは、スリ
ーブ８０２はアンビル部８２６の外周８０４を少なくとも部分的に覆うよう構成でき、ス
リーブ８０２は外周８０４と係合可能に構成できる。種々の実施形態において、スリーブ
８０２は作用面８０８に形成されたアンビルポケット８０６を含むことができ、ポケット
８０６は上述の通りステープルカートリッジから配備されたステープルを変形するよう構
成できる。種々の実施形態において、スリーブ８０２は金属片から任意の適切な形状に鋳
造または加工でき、例えばアルミニウムなどの任意の適切な材料で形成することができる
。
【００４９】
　上述した通り、また図３４を参照して、スリーブ８０２上には支持体８３６を取り付け
ることができ、支持体８３６の少なくとも一部は、例えば接着剤によって取り外し可能に
スリーブ８０２に取り付けることができる。少なくとも一つの実施形態では、図３５を参
照すると、支持体８３６’は本体８１２’と少なくとも一つの側部８１４’を含むことが
でき、側部８１４’は接着剤８１０’によって取り外し可能にスリーブ８０２’に取り付
けることができる。種々の実施形態において、側部８１４’は、力が加わるとスリーブ８
０２’から分離できる。少なくとも一つの実施形態では、上記と同様、その力はステープ
ルがステープルカートリッジから配備されて支持体と係合すると発生することができる。
種々の実施形態において、図３６を参照すると、支持体の要素は少なくとも一つの穿孔お
よび／または凹部をさらに含むことができ、これにより支持体の組織接触部を、エンドエ
フェクタに接着している支持体の一部から分離することができる。少なくとも一つの実施
形態では、支持体８３６’’は、エンドエフェクタ内に位置された組織と接触するよう構
成できる本体８１２’’を含むことができ、加えて、例えば接着剤８１０’’によりアン
ビルスリーブ８０２’’に接着できる側部８１４’’を含むことができる。種々の実施形
態において、支持体８３６’’は内部に一つ以上の穿孔８１６’’をさらに含むことがで
き、この穿孔８１６’’は本体８１２’’と側部８１４’’の中間に位置することができ
る。上述した側部８１４’’がスリーブ８０２’’から分離することに加えて、またはそ
の代わりに、本体８１２’’は、力が加わると穿孔８１６’’が画定する軌道に沿って側
部８１４’’から分離するよう構成できる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、
側部８１４’’は本体８１２’’が分離した後もスリーブ８０２’’に取り付けられたま
ま残ることができる。他の種々の実施形態において、図３７を参照すると、スリーブ８０
２’’’は例えば支持体８３６’’’などの支持体の要素を含むことができ、一つ以上の
凹部８１８’’’を含むことができ、この凹部８１８’’’は本体８１２’’’と側部８
１４’’’の中間に位置して、上記と同様に、本体８１２’’’を側部８１４’’’から
分離させることができる。
【００５０】
　上記に加えて、種々の実施形態において、本体が側部から取り外されると、エンドエフ
ェクタを組織および組織にステープル留めされた支持体から離すことができる。少なくと
も一つの実施形態では、例えば使用済みのスリーブ８０２はアンビル部８２６からスライ
ドして取り外され、廃棄されて、別のスリーブと交換される。そのような実施形態の少な
くとも一つでは、交換スリーブには、例えば支持体８３６などの支持体の要素が位置され
、エンドエフェクタが再利用できる。種々の実施形態において、廃棄されたスリーブは下
記に説明する通り消毒され、別の支持体の要素が取り付けられて再利用可能となる。
【００５１】
　種々の実施形態において、支持体の要素を含むパッケージは、エンドエフェクタのアン
ビルおよびステープルカートリッジのうち一方に支持体の要素を取り付けられるよう構成
できる。少なくとも一つの実施形態では、図３８から図４０を参照すると、パッケージ９
０２は、支持体９３６の要素を取り外し可能に保持するよう構成できる表面９０５を有す
る第一部分９０４を含むことができる。種々の実施形態において、支持体９３６の表面９
０８は接着剤９１０を含むことができ、接着剤９１０は支持体９３６をアンビル９２６に
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取り外し可能に取り付けるよう構成できる。第一部分９０４に加え、パッケージ９０２は
第一部分９０４に取り付けられた第二部分９０６を含むことができ、第二部分９０６には
例えば支持体９３７などの支持体の第二の要素を取り付けることができる。種々の実施形
態において、支持体９３６と同様、支持体９３７は、支持体９３７をステープルカートリ
ッジ９２２に取り外し可能に取り付ける接着剤を含むことができる。支持体の要素から第
一部分９０４と第二部分９０６を取り外すには、図４０に示す通り、外科医が第一部分９
０４と第二部分９０６のうち少なくとも一方を把持し、支持体の要素から引き離す。結果
として、パッケージ９０２は第一の取り付けられた位置から第二の取り外された位置に移
動することができる。
【００５２】
　種々の実施形態において、図４１から図４６を参照すると、少なくとも一つの支持体の
要素を含むパッケージ組立体は、内部パッケージ９０２’を無菌環境に封入可能な外部パ
ッケージ９０１’を含むことができる。使用する際、外科医は外部パッケージ９０１’を
開封し、内部パッケージ９０２’を取り出し、内部パッケージ９０２’を操作して支持体
９３６’を露出させることができる。少なくとも一つの実施形態では、内部パッケージ９
０２’は第一部分９０４’と第二部分９０６’を有するカバーシートを含むことができ、
この第一部分と第二部分は、図４２に示すように、第一位置にある際に支持体９３６’を
少なくとも部分的に封入するよう構成できる。種々の実施形態において、外科医は図４２
に示すように第二部分９０６’の第二端９４０’に位置するプルタブ９３８’を把持して
、次いで図４３と図４４に示すように第二部分９０６’を第二位置に動かすことにより、
第二部分９０６’を第一部分９０４’に対して回転させることができる。このような実施
形態の少なくとも一つでは、外科医は、第二部分９０６’が少なくとも部分的に第一部分
９０４’の近傍に位置するまで、第二部分９０６’を第一部分９０４’に対して回転させ
ることができる。
【００５３】
　その後、種々の実施形態において、支持体９３６’は上述の通りエンドエフェクタのア
ンビルおよび／またはステープルカートリッジのうち一方と整合させることができる。少
なくとも一つの実施形態では、図４５と図４６を参照すると、例えば内部パッケージ９０
２’をエンドエフェクタ９１４’内部のアンビル９２６’とステープルカートリッジ９２
２’との中間に挿入し、支持体９３６’をステープルカートリッジ９２２’と整合させる
ことができる。種々の実施形態において、上記と同様に、アンビル９２６’をステープル
カートリッジ９２２’に向けて回転させてパッケージ９０２’と支持体９３６’上に押圧
し、支持体９３６’がステープルカートリッジ９２２’に対して圧迫され、接着剤９１０
が支持体９３６’を固定する。その後、アンビル９２６’を再度開いてシート９１８’を
支持体９３６’から剥離もしくは取り除くことができる。
【００５４】
　種々の代替となる実施形態において、パッケージ組立体は一つ以上の引き紐を含むこと
ができ、この引き紐は、パッケージ組立体内の支持体からカバーシートを取り外すよう構
成できる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、カバーシートは支持体を露出する
よう操作され、支持体はエンドエフェクタに固定され、引き紐を近位側もしくは遠位側に
引き、カバーシートを支持体から取り外すことができる。種々の他の実施形態において、
図４７と図４８を参照すると、引き紐は支持体の一部に取り付けられて、例えば支持体の
ハンドル部を支持体の組織接触部から取り除くことができる。そのような実施形態の少な
くとも一つでは、支持体１００２をエンドエフェクタのアンビルとステープルカートリッ
ジの間に挟んで、支持体１００２のハンドル部１００４に取り付けられた引き紐１００６
に力を加えることができる。種々の実施形態において、結果として、支持体１００２の遠
位端１００３が引き紐１００６によって近位端１００５に引き寄せられ、ハンドル部１０
０４を穿孔１００８に沿って組織接触部１０３６から切り離すことができる。少なくとも
一つの実施形態では、支持体１００２は孔１０１０をさらに含むことができ、この孔１０
１０は組織接触部１０３６の遠位端に設けることができ、ハンドル部１００４と組織接触
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部１０３６との間に予め非接触部を画定して、ハンドル部１００４を取り外すために必要
な力を低減させる。少なくとも一つの実施形態において、図４９を参照すると、少なくと
も一つの引き紐１００６’を支持体１００２’のハンドル部１００４’に取り付け、近位
端１００５を遠位端１００３に向けて引き、ハンドル部１００４を取り外すことができる
。
【００５５】
　種々の実施形態において、アプリケータを使用して支持体の要素をエンドエフェクタの
アンビルとステープルカートリッジのうち少なくとも一方に取り付けることができる。少
なくとも一つの実施形態では、図５０から図５３を参照すると、アプリケータ組立体１１
０２はアプリケータ１１０４と少なくとも一つの支持体１１３６の要素を含むことができ
、アプリケータ１１０４は支持体１１３６を支持する少なくとも一つの表面を含むことが
できる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、アプリケータ１１０４は上面１１０
６と底面１１０８を含むことができ、上面と底面はそれぞれ少なくとも一つの支持体１１
３６の要素を取り外し可能に受容できるよう構成できる。種々の実施形態において、各支
持体１１３６の要素は、例えば接着剤および／または機械的な取り付け部材を使用してア
プリケータ１１０４の上面および底面に取り外し可能に取り付けることができる。図５０
および図５１を参照すると、支持体１１３６の各要素は面１１１０を含むことができ、面
１１１０は少なくとも部分的に接着剤で被覆してエンドエフェクタに保持させることがで
きる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、接着剤は支持体１１３６上の複数の位
置１１１２に塗布することができる。
【００５６】
　アプリケータ１１０４などのアプリケータを使用して支持体の要素をエンドエフェクタ
のステープルカートリッジおよび／またはアンビルに取り付けるには、例えば、アプリケ
ータを少なくとも部分的にステープルカートリッジとアンビルとの中間に位置してアンビ
ルを支持体上に閉じることができる。種々の実施形態において、図５２と図５３を参照す
ると、アプリケータ組立体１１０２は少なくとも部分的にエンドエフェクタ１１１４のア
ンビル１１２６とステープルカートリッジ１１２２の中間に位置され、アンビル１１２６
を支持体１１３６に整合させてその上に閉じることができる。少なくとも一つの実施形態
では、アプリケータ１１０４は第一端に整合スロット１１１６と、第二端に舌状部材１１
１７をさらに含むことができ、外科医は整合スロット１１１６を利用してアプリケータ組
立体１１０２をエンドエフェクタ１１１４内に整合し位置することができる。このような
実施形態の少なくとも一つでは、整合スロット１１１６は、エンドエフェクタ１１１４を
整合スロット１１１６の側壁に密接して受容できるよう構成できる。接着剤１１１２によ
り、支持体１１３６の要素はアンビル１１２６とステープルカートリッジ１１２２に接着
させることができ、アンビル１１２６が再度開くと、アプリケータ１１０４はエンドエフ
ェクタ組立体１１１４から取り外され、支持体の要素がエンドエフェクタ内に残る。
【００５７】
　種々の実施形態において、例えば、シート９１８と同様の少なくとも一つの保護シート
（図示せず）は面１１１０を覆うように位置することができ、これにより、接着剤１１１
２がアンビルおよび／またはステープルカートリッジに接着することなく、アプリケータ
１１０４をエンドエフェクタ１１１４のアンビルとステープルカートリッジのうち一方に
複数回位置することができる。そのような実施形態の少なくとも一つでは、外科医がアプ
リケータをエンドエフェクタの適切な位置に位置し整合させて、接着剤をエンドエフェク
タのステープルカートリッジおよび／またはアンビルに接触させてから、シートを取り除
いてよい。種々の実施形態において、舌状部材１１１７に加えて、もしくはその代わりに
、アプリケータは例えば把持部材１１３４などの把持部材を少なくとも一つ含むことがで
き、この把持部材１１３４は外科医がより容易にエンドエフェクタ内のアプリケータを操
作できるよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、第一把持部材１１３４をアプ
リケータ１１０４の第一側部に設け、さらに、第二把持部１１３４をアプリケータの第二
端部に設けることができる。種々の実施形態において、把持部材にはリッジ１１３８を設
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け、外科医がより容易にアプリケータ１１０４を扱えるよう構成できる。このために、把
持部材１１３４の少なくとも一部に、例えばゴムなどの柔軟もしくは弾性素材を用いても
よい。
【００５８】
　他の種々の実施形態において、図示されていないが、少なくとも一つの支持体の要素を
含むパッケージは、アンビルとステープルカートリッジの少なくとも一方を包囲するよう
に位置されるよう構成された管状スリーブを有することができる。少なくとも一つの実施
形態では、支持体は、支持体の要素をアンビルとステープルカートリッジの少なくとも一
方に取り外し可能に取り付けるよう構成された接着剤を含むことができる。そのような実
施形態の少なくとも一つでは、管状スリーブはその内部にアンビルとステープルカートリ
ッジの少なくとも一方を受容するよう構成でき、これによりアンビルおよび／またはステ
ープルカートリッジは支持体の要素と管状スリーブ内で整合することができる。種々の実
施形態において、管状スリーブは、スリーブ内の内周の第一側部と第二側部の間に延在す
る中間壁を有することができる。種々の実施形態において、中間壁は上面と底面を含むこ
とができ、それぞれに支持体の要素を取り外し可能に保持させるよう構成できる。そのよ
うな実施形態の少なくとも一つでは、エンドエフェクタを中間壁に対して整合させ、中間
壁上に閉鎖して支持体をアンビルおよび／またはステープルカートリッジに取り付けるこ
とができる。
【００５９】
　種々の実施形態において、支持体ディスペンサを使用して支持体を取り出すことができ
る。少なくとも一つの実施形態では、図５４および図５５を参照して、ディスペンサ１２
００はハウジング部分１２１０，１２１２を有するハウジング組立体から支持体１２３６
を取り出すよう構成できる。以下に詳述するように、ディスペンサ１２００は支持体のロ
ールすなわちスプール１２２４を含むことができ、図５７に示すように支持体をスプール
１２２４から取り出して手術器具のエンドエフェクタに配置することができる。種々の実
施形態において、支持体１２３６はキャリアストリップ１２０２に接着あるいは支持され
て、支持体１２３６を取り出すと、支持体１２３６はキャリアストリップ１２０２から剥
がれることができる。種々の実施形態において、図５４から図５７を参照して、キャリア
ストリップ１２０２は、支持体１２３６を載せる表面１２０４を含むことができる。種々
の実施形態において、支持体１２３６は、表面１２０４上に配置する前および／または配
置した後に分割することができる。少なくとも一つの実施形態では、支持体１２３６の各
要素は表面１２０４と同一またはそれ以下の幅を有することができ、種々の実施形態にお
いて、例えば、強度の低い接着剤を用いて支持体の要素をキャリア１２０２の表面１２０
４に取り外し可能に取り付けることができる。
【００６０】
　種々の実施形態において、図５４から図５７を参照すると、第一ハウジング部分１２１
０の内壁１２１４は、内壁１２１４から突出する複数のコネクタ１２１６を含むことがで
きる。少なくとも一つの実施形態では、コネクタ１２１６は第二ハウジング部分１２１２
の内壁から延びるコネクタもしくは同内壁に設けられた孔と互いに係合して第一ハウジン
グ部分と第二ハウジング部分を固定することができる。種々の実施形態において、図５６
を参照すると、ディスペンサ１２００はスプールピン１２４２をさらに有することができ
、これによりスプール１２２４を回転可能に支持することができる。そのような実施形態
の少なくとも一つでは、スプールピン１２４２は第一ハウジング部分１２１０内の孔１２
４１および第二ハウジング部分１２１２の孔（図示せず）と係合できる。種々の実施形態
において、スプールピン１２４２はスプール１２４２と共に回転可能に取り付けることが
できる。上述の通り、支持体１２３６とキャリアストリップ１２０２は、支持体１２３６
が取り出される際にスプール１２２４から外すことができる。少なくとも一つの実施形態
において、支持体１２３６に力を加えて手動でディスペンサ１２００から引き出してもよ
い。他の種々の実施形態において、以下に詳述するが、支持体ディスペンサ１２００は支
持体１２３６と確実に係合できるサムローラ１２３４をさらに含むことができ、外科医ま
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たはその他の医師がサムローラ１２３４を回転させて支持体１２３６をディスペンサ１２
００から押出すことができる。少なくとも一つの実施形態では、図５５を参照すると、デ
ィスペンサ１２００はサムローラピン１２３５をさらに含むことができ、これにより、サ
ムローラ１２３４をディスペンサハウジング内で回転可能に支持することができる。少な
くとも一つの実施形態では、サムローラ１２３４をピン１２３５に取り付けて、第一ハウ
ジング部分１２４９の孔１２４９と第二ハウジング部分１２１２の孔（図示せず）に画定
された軸の周りを、共に回転させることができる。
【００６１】
　種々の実施形態において、図５５を参照すると、サムローラ１２３４はディスペンサハ
ウジングの孔１２３９内へ少なくとも部分的に延びるよう構成でき、これにより外科医が
サムローラ１２３４を回転させることができる。少なくとも一つの実施形態では、サムロ
ーラ１２３４は支持体１２３６および／またはキャリア１２０２と操作可能に接触または
摩擦係合でき、これによりサムローラ１２３４の回転が支持体１２３６を駆動ローラ１２
３２に向けて遠位側に駆動もしくは誘導することができる。上記に加えて、またはその代
わりに、駆動ローラ１２３２は支持体１２３６および／またはキャリア１２０２と操作可
能に接触または摩擦係合するよう構成できる。少なくとも一つの実施形態では、駆動ロー
ラ１２３２は例えば駆動ベルト１２４３を介して操作可能にサムローラ１２３４と係合す
ることができ、サムローラ１２３４の回転が駆動ローラ１２３２に伝達される。駆動ベル
トが図示されているが、例えば駆動チェーンやバンドなど、その他の任意の適切な装置を
使用できる。種々の実施形態において、ハウジング部分１２１０，１２１２の少なくとも
一方はガイド１２６２を含むことができ、このガイド１２６２により、駆動ベルト１２４
３と、サムローラ１２３４および駆動ローラ１２３２とを整合するよう構成できる。
【００６２】
　上述の通り、支持体１２３６がディスペンサ１２００から取り出されると、キャリアス
トリップ１２０２は支持体１２３６から分離することができる。種々の実施形態において
、ディスペンサ１２００はキャリアストリップコレクタ１２２８をさらに含むことができ
、支持体１２３６から取り外したキャリアストリップ１２０２を巻き取るよう構成できる
。少なくとも一つの実施形態では、キャリアストリップコレクタ１２３８はスプール１２
２４とスプールピン１２４２のうち少なくとも一方に取り付けることができ、スプール１
２２４とストリップコレクタ１２２８は同時に回転できる。そのような実施形態の少なく
とも一つでは、キャリアストリップ１２０２は、支持体１２３４がスプール１２２４から
取り出される方向と逆方向に、ストリップコレクタ１２２８に巻き取られる。結果として
、支持体１２３４の取り出しとキャリアストリップ１２０２の巻き取りを同時に行うこと
ができる。種々の実施形態において、ディスペンサ１２００は分離プレート１２３０をさ
らに含むことができ、支持体１２３４をキャリア１２０２から剥離または分離させること
ができる。少なくとも一つの実施形態では、分離プレート１２３０は端部１２５８を含む
ことができ、上述のようにキャリア１２０２の向きを変えてストリップコレクタ１２２８
によって近位側に引くことができる。
【００６３】
　様々な状況下で、支持体１２３６から分離されたキャリアストリップ１２０２にたるみ
が生じることがある。少なくとも一つの実施形態では、ディスペンサ１２００は一つ以上
の伸張部材を含むことができ、キャリアストリップ１２０２内のたるみを低減することが
できる。種々の実施形態において、上記と同様に、ディスペンサ１２００はピン１２１８
をさらに含むことができ、このピン１２１８は第一ハウジング部分１２１０内の孔１２５
１と第二ハウジング部分１２１２の孔（図示せず）に回転可能に支持され、加圧ローラ１
２２２を回転可能に支持するよう構成できる。種々の実施形態において、特に図５６と図
５７を参照すると、ディスペンサ１２００は、加圧ローラ１２２２と協働するよう構成で
きる第二駆動ローラ１２５３をさらに含むことができる。少なくとも一つの実施形態では
、第二駆動ローラ１２５３は操作可能にサムローラ１２３６と係合でき、サムローラ１２
３４の回転を駆動ローラ１２５３に伝達することができる。種々の実施形態において、デ
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ィスペンサ１２００は歯車列をさらに含むことができ、この歯車列はサムローラ１２３４
とピン１２３５のうち少なくとも一方に取り付けられた平歯車１２４４と、ピン１２４７
に回転可能に支持された中間歯車１２４６と、駆動ローラ１２５３に操作可能に係合でき
る被動歯車１２５２と、を有する。そのような実施形態の少なくとも一つでは、キャリア
ストリップ１２０２は駆動ローラ１２５３と加圧ローラ１２２２の中間に位置することが
でき、これにより、駆動ローラ１２５３がサムローラ１２３４によって回転すると、駆動
ローラ１２５３がキャリアストリップ１２０２を近位側に駆動できる。少なくとも一つの
実施形態では、加圧ローラ１２２２および／または駆動ローラ１２５３は少なくとも部分
的に圧縮可能な材料から形成でき、これにより加圧ローラ１２２２がキャリアストリップ
１２０２を駆動ローラ１２５３に対して保持することができる。
【００６４】
　上述の通り、図５４から図５７を参照すると、アプリケータ１２００は第一部分１２１
０と第二部分１２１２を有するハウジング１２０１を含むことができ、この第一部分と第
二部分は互いに結合可能に構成できる。少なくとも一つの実施形態では、ハウジング１２
０１の第一部分と第二部分はねじ留め、スナップ留め、および／または他の方法で互いに
係合することができる。種々の実施形態において、第一ハウジング部分と第二ハウジング
部分は互いに取り外し可能に係合でき、第一ハウジング部分と第二ハウジング部分を分離
して使用済みの支持体のスプールを取り外して交換することができる。少なくとも一つの
実施形態では、ハウジングは人間工学的な特徴部を含むことができ、外科医がハウジング
を容易に把持することができる。
【００６５】
　他の種々の実施形態において、図５８から図６１を参照すると、ディスペンサすなわち
アプリケータ１２６６は、支持体１２３６が取り出せるスプール１２６７を有することが
でき、加えて、支持体１２３６から取り外されたキャリアストリップ１２０２を回収する
よう構成できる回収スプール１２７０を有することができる。上記と同様に、支持体１２
３６は、支持体１２３６、サムローラ１２３４、および／または駆動ローラ１２３２の係
合を介してアプリケータ１２６６から取り出すことができる。少なくとも一つの実施形態
では、回収スプール１２７０もまたサムローラ１２３４と操作可能に係合でき、サムロー
ラ１２３４の回転がスプール１２７０を回転させ、その周りにキャリアストリップ１２０
２を巻き取ることができる。種々の実施形態において、アプリケータ１２６６は歯車列を
含むことができ、この歯車列はサムローラ１２３４とピン１２３５のうち少なくとも一方
に取り付けられた平歯車１２４４と、ピン１２４７に回転可能に支持された中間歯車１２
４６と、スプール１２７０とピン１２７１のうち少なくとも一方に取り付けられる被動歯
車１２７２と、を有する。そのような実施形態の少なくとも一つでは、結果として、サム
ローラ１２３４の回転が回収スプール１２７０を駆動させ、キャリアストリップ１２０２
に力を直接加え、キャリアストリップ１２０２をスプール１２７０の周囲に回収させるこ
とができる。
【００６６】
　種々の実施形態において、図５７と図６１を参照すると、支持体アプリケータ１２００
および／または１２６６は、支持体の要素をステープルカートリッジ「ＳＣ」のデッキ「
Ｄ」および／またはアンビル「Ａ」の面「Ｆ」に取り付けるために使用できる。少なくと
も一つの実施形態では、図６１に示すように、外科医はまずアプリケータ１２６６をたと
えばデッキＤの第一端１２７６に配置することができる。その後、外科医はアプリケータ
をデッキＤの第二端１２７８に向けて引く一方で、サムローラ１２３４を回転させて支持
体１２３６を取り出す。上述の通り、支持体１２３６は複数の要素に分割でき、少なくと
も一つの実施形態では、要素の長さは、支持体の要素がステープルカートリッジのデッキ
および／またはアンビルの面と的確に適合する長さでよい。他の種々の実施形態において
、支持体の要素は一つの連続したストリップとすることができ、アプリケータは支持体を
任意の適切な長さに切断するよう構成できる切断部材（図示せず）を含むことができる。
種々の実施形態において、支持体の要素には接着剤が配置もしくは塗布され、支持体をデ
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ッキおよび／または面のうち一方と取り外し可能に保持させるよう構成できる。
【００６７】
　種々の実施形態において、支持体の要素は射出成形で製造することができる。少なくと
も一つの実施形態では、射出成形金型（図示せず）には一つ以上の成形キャビティが形成
され、例えば溶融材料を受容することができる。種々の実施形態において、溶融材料はプ
ラスチックおよび／またはその他任意の適切な支持体の材料を含むことができる。種々の
実施形態において、金型は少なくとも一つのスプルー孔および／または湯道をさらに含む
ことができ、これにより成形キャビティが射出成形機器と流体を介して連通することがで
きる。少なくとも一つの実施形態では、金型は第一部分と第二部分を含むことができ、溶
融材料が成形キャビティ内で十分に凝固または硬化すると、分離することができる。
【００６８】
　種々の実施形態において、図６２と図６３を参照すると、支持体１３３６の要素は第一
表面１３０２と第二表面１３０４を含むことができ、この第一表面と第二表面にはそれぞ
れ複数の孔すなわち凹部１３０６を含むことができる。少なくとも一つの実施形態では、
凹部１３０６は射出成形工程において金型内の溶融材料から形成できる。さらに詳しくは
、金型は複数の突出部を有する一つ以上の窪みを含むことができ、溶融材料が突出部の周
囲を流れて、支持体１３３６の要素が凝固して金型から取り外されると、支持体１３３６
の突出部が存在した部分に凹部１３０６が形成される。
【００６９】
　種々の実施形態において、支持体１３３６は、例えば壁１３０５などの複数の壁をさら
に含むことができる。この壁１３０５は第一表面１３０２と第二表面１３０４の中間に形
成され、凹部１３０６を画定できる。少なくとも一つの実施形態では、壁１３０５は第一
表面と第二表面に対して直交および／または直角に形成でき、凹部１３０６が支持体１３
３６内で一定のパターンまたは格子を形成するよう、壁１３０５を構成、配列することが
できる。種々の実施形態において、支持体１３３６を弾性を有するよう構成して、第一表
面１３０２および／または第二表面１３０４が互いに圧縮しあうよう構成できる。そのよ
うな実施形態の少なくとも一つでは、支持体１３３６は上述の通り、エンドエフェクタの
二つ以上の保持部材の間に圧縮または圧入できる。種々の実施形態において、支持体の要
素は手術器具のエンドエフェクタに取り付けると圧縮され、エンドエフェクタから取り外
すと拡張することができる。少なくとも一つの実施形態では、支持体１３３６は、第一表
面１３１０が第二表面１３１２に向かって移動するよう圧縮することができる。いずれに
せよ、壁１３０５は偏向または潰せるよう構成でき、支持体１３３６の部分同士が互いに
弾性的に近づくよう構成できる。
【００７０】
　本明細書に開示された装置は、一度の使用で廃棄するよう設計することも、複数回使用
できるよう設計することもできる。いずれの場合でも、本装置は少なくとも一度の使用後
に再利用できるように再生することができる。再生には、本装置を分解後、特定の部品を
洗浄または交換し、再度組み立てる工程の任意の組合せを含むことができる。特に、本装
置は分解可能で、本装置の任意の数の特定の部品や部分を選択的に任意の組合せで交換ま
たは除去することができる。特定の部品の洗浄および／または交換の際、本装置は次回の
使用に向けて再生施設で再度組み立てるか、外科チームが手術の直前に再度組み立てるこ
とができる。装置の再生には、分解、洗浄／交換、および再組立といった、様々な技術を
利用できることを、当業者は認識するであろう。このような技術、そしてその結果再生さ
れた装置はすべて、本出願の範囲に含まれる。
【００７１】
　好ましくは、本明細書に記載した発明の工程は、手術前に行われる。まず、新品あるい
は中古の器具を準備し、必要であれば洗浄する。そして、本器具を殺菌する。殺菌の技術
の一つとして、本器具は、プラスチックまたはＴＹＶＥＫ製のバッグなどの密閉容器に封
入される。その後、容器と器具は、容器を貫通できるガンマ線、Ｘ線、高エネルギー電子
などの放射線場に配置される。放射線は器具上および容器内の細菌を消滅させる。その後



(22) JP 5586857 B2 2014.9.10

10

20

30

40

50

、殺菌された器具は、その殺菌された容器内に保存される。密閉容器は、医療機関で開け
られるまで器具を滅菌された状態で保つ。
【００７２】
　本発明は、例示的な設計を有するものとして説明されたが、本開示の精神および範囲内
において、さらなる変更を加えることが可能である。したがって本出願は、一般に本発明
の原理に従い、本発明のあらゆる変型形態、用途、または適合を網羅するように意図され
ている。さらに、本発明の関連技術分野における既知のまたは慣習的な実践法に含まれる
ような、本開示からの逸脱を内含するよう意図されている。
〔実施の態様〕
　（１）　パッケージ組立体において、
　前記パッケージ組立体は、支持体の要素をエンドエフェクタのアンビルおよびステープ
ルカートリッジのうち一方に取り付けるよう構成されており、
　前記パッケージ組立体は、
　前記支持体の要素と、
　前記支持体の要素上に設けられた第一接着剤と、
　ハンドル部を有するパッケージ部分と、
　前記支持体の要素を前記パッケージ部分に取り外し可能に保持する第二接着剤と、
　を有し、
　前記第一接着剤は前記アンビルおよび前記ステープルカートリッジのうちの前記一方と
接触して配置することができ、
　力を前記ハンドル部分に加えて前記パッケージ部分を前記支持体の要素から取り外すこ
とができる、パッケージ組立体。
　（２）　実施態様１に記載のパッケージ組立体において、
　前記パッケージ部分は折りたたみ可能なシートである、パッケージ組立体。
　（３）　実施態様１に記載のパッケージ組立体において、
　前記パッケージ部分が、前記支持体の要素と接触した第一部分、および該第一部分と前
記ハンドル部との中間に位置する少なくとも一つの穿孔をさらに有し、
　前記穿孔は、前記ハンドル部を前記第一部分から分離させるよう構成された、パッケー
ジ組立体。
　（４）　実施態様３に記載のパッケージ組立体において、
　前記ハンドル部に取り付けられた紐、
　をさらに含み、
　前記紐は力を加えると前記ハンドル部を前記第一部分から取り外すよう構成された、パ
ッケージ組立体。
　（５）　パッケージ組立体において、
　前記パッケージ組立体は、支持体の要素をエンドエフェクタのアンビルおよびステープ
ルカートリッジのうち一方に取り付けるよう構成され、
　前記パッケージ組立体は、
　前記支持体の要素と、
　前記支持体の要素を取り外し可能に保持するよう構成された第一パッケージ部分と、
　第一位置と第二位置との間で前記第一パッケージ部分に対して移動可能な第二パッケー
ジ部分と、
　を有し、
　前記第二部分は前記第一位置において前記支持体の要素に近接もしくは接触して位置さ
れるよう構成され、
　前記第二部分は、前記第二位置に移動すると前記支持体の要素から離れ、これにより前
記支持体の要素が前記アンビルおよび前記ステープルカートリッジのうちの前記一方と近
接して位置されうるよう構成された、パッケージ組立体。
　（６）　実施態様５に記載のパッケージ組立体において、
　前記アンビルは前記パッケージ組立体の上に閉じ、これにより前記支持体が前記アンビ
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ルおよび前記ステープルカートリッジのうちの前記一方と接触して配置されるよう構成さ
れた、パッケージ組立体。
　（７）　実施態様６に記載のパッケージ組立体において、
　前記支持体の要素は、その上に接着剤を含み、アンビルが閉じた後、前記支持体の要素
が前記アンビルおよび前記ステープルカートリッジのうちの前記一方に接着される、パッ
ケージ組立体。
　（８）　実施態様７に記載のパッケージ組立体において、
　前記接着剤は圧力が前記接着剤に加えられるまで不活性であり、
　前記圧力は前記アンビルが閉じる際に前記アンビルによって加えられる、パッケージ組
立体。
　（９）　実施態様６に記載のパッケージ組立体において、
　前記第二部分は、加圧されることができ、かつ前記第一部分が前記支持体の要素から取
り外されうるよう構成された、パッケージ組立体。
　（１０）　実施態様６に記載のパッケージ組立体において、
　前記第一パッケージ部分および前記第二パッケージ部分は折りたたみ可能なシートを含
む、パッケージ組立体。
　（１１）　実施態様６に記載のパッケージ組立体において、
　前記支持体の要素は面を有し、
　前記面はその上に接着剤を含み、該接着剤は、前記支持体の要素を前記アンビルおよび
前記ステープルカートリッジのうちの前記一方に取り外し可能に保持するよう構成された
、パッケージ組立体。
　（１２）　実施態様１１に記載のパッケージ組立体において、
　前記支持体の要素上の前記接着剤を覆うよう構成されたシートであって、それにより前
記アンビルおよび前記ステープルカートリッジのうち一方に対して、前記支持体を接着さ
せることなく位置させることができるようになっている、シート
　をさらに含む、パッケージ組立体。
　（１３）　アプリケータ組立体において、
　前記アプリケータ組立体は、外科手術用器具のエンドエフェクタに支持体の要素を取り
付け、
　前記アプリケータ組立体は、
　前記支持体の要素と、
　前記支持体の要素が取り外し可能に取り付けられたアプリケータと、
　該アプリケータに操作可能に取り付けられた紐と、
　を有し、
　前記アプリケータは、前記紐に力を加えることにより前記支持体の要素から取り外され
るよう構成された、アプリケータ組立体。
　（１４）　実施態様１３に記載のアプリケータ組立体において、
　前記紐の少なくとも一部は前記アプリケータと前記支持体の要素との中間に位置する、
アプリケータ組立体。
　（１５）　実施態様１３に記載のアプリケータ組立体において、
　前記アプリケータは、前記支持体の要素が前記エンドエフェクタと取り外し可能に係合
された後、前記支持体の要素から取り外されるよう構成された、アプリケータ組立体。
　（１６）　外科手術用器具のエンドエフェクタと共に使用する支持体の要素において、
　前記支持体の要素は、
　前記エンドエフェクタと取り外し可能に係合されるよう構成された第一部分と、
　該第一部分に取り外し可能に取り付けられた第二部分と、
　該第二部分に操作可能に取り付けられた紐と、
　を有し、
　前記紐は力を加えられると、前記第二部分を前記第一部分から取り外すよう構成された
、支持体の要素。
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　（１７）　実施態様１６に記載の支持体の要素において、
　前記第二部分は、前記第一部分が前記エンドエフェクタと取り外し可能に係合された後
、前記第一部分から取り外されるよう構成された、支持体の要素。
　（１８）　実施態様１６に記載の支持体の要素において、
　前記第一部分と前記第二部分との中間に画定されたキャビティ、
　をさらに有し、
　前記紐の少なくとも一部が前記キャビティ内に位置する、支持体の要素。

【図面の簡単な説明】
【００７３】
【図１】図１は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、係合、切開、ステープル
留め、および支持体の要素の組織への取り付けを行うよう構成された、エンドエフェクタ
組立体の斜視図である。
【図２】図２は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、係合、切開、ステープル
留め、および支持体の要素の組織への取り付けにエンドエフェクタを使用した後の、図１
のエンドエフェクタ組立体の斜視図である。
【図３】図３は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、手術器具の遠位端に取り
付けられたエンドエフェクタの斜視図である。
【図４】図４は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、少なくとも一つの支持体
の要素を配置した、開いた状態のエンドエフェクタ組立体の斜視図である。
【図５】図５は、支持体が取り外し可能に保持された、図４のエンドエフェクタ組立体の
ステープルカートリッジの斜視図である。
【図６】図６は、図５のステープルカートリッジと支持体の分解斜視図である。
【図７】図７は、図４のエンドエフェクタ組立体と共に使用するよう構成された結合部材
の斜視図である。
【図８】図８は、少なくとも一つの支持体の要素を取り外し可能に保持した、図４のエン
ドエフェクタ組立体のアンビルの斜視図である。
【図９】図９は、図７の結合部材の側面図である。
【図１０】図１０は、図８のアンビルと支持体の分解斜視図である。
【図１１】図１１は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
付けたエンドエフェクタ組立体のステープルカートリッジとアンビルの斜視図である。
【図１２】図１２は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、ステープルカートリ
ッジとアンビルを有するエンドエフェクタ組立体の分解図である。
【図１３】図１３は、図１２のエンドエフェクタ組立体の部品の一部を取り除いた分解図
である。
【図１４】図１４は、図１２のエンドエフェクタ組立体の正面図である。
【図１５】図１５は、本発明の別の非限定的な実施形態に基づく、エンドエフェクタ組立
体の斜視図である。
【図１６】図１６は、少なくとも一つの支持体の要素を取り外し可能に保持するよう構成
された後退可能な部材を有する、図１５のエンドエフェクタ組立体の部品の一部を取り除
いた部分斜視図である。
【図１７】図１７は、図１６の線１７－１７に沿った、図１５のエンドエフェクタ組立体
の端面図である。
【図１８】図１８は、図１５のエンドエフェクタ組立体の分解部分斜視図である。
【図１９】図１９は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づくエンドエフェクタ組立
体と共に使用するよう構成された、切開部材の側面図である。
【図２０】図２０は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、エンドエフェクタ組
立体と共に使用するよう構成された、切開部材の側面図である。
【図２１】図２１は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、エンドエフェクタ組
立体と共に使用するよう構成された、切開部材の側面図である。
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【図２２】図２２は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能に保持したステープルカートリッジの斜視図である。
【図２３】図２３は、複数の部材が延出した図２２の支持体の要素とステープルカートリ
ッジの分解斜視図である。
【図２４】図２４は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、ステープルキャビテ
ィに係合した図２３の部材を図示した、図２２の線２４－２４に沿った断面図である。
【図２５】図２５は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、ステープルカートリ
ッジのステープルキャビティと係合した部材を含む支持体の要素の断面図である。
【図２６】図２６は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、ステープルカートリ
ッジのステープルキャビティから部材を分離した状態を図示した、図２５の分解図である
。
【図２７】図２７は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能に保持するよう構成されたエンドエフェクタのアンビルとステープルカートリッ
ジから延出する保持要素を有するエンドエフェクタ組立体の分解断面図である。
【図２８】図２８は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能に保持するよう構成されたエンドエフェクタのアンビルとステープルカートリッ
ジから延出する保持要素を有するエンドエフェクタ組立体の分解断面図である。
【図２９】図２９は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、凹部を有する支持体
の要素をエンドエフェクタ内に位置した状態を図示した、エンドエフェクタの断面図であ
る。
【図３０】図３０は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、穿孔と凹部を有する
支持体の要素をエンドエフェクタ内に位置した状態を図示した、エンドエフェクタの断面
図である。
【図３１】図３１は、中間位置から図３０の支持体の要素が部分的に取り外された斜視図
である。
【図３２】図３２は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、切開部材用スロット
に係合された支持体の要素を有するアンビルの断面図である。
【図３３】図３３は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能に保持したステープルカートリッジの断面図である。
【図３４】図３４は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能にアンビルに位置した断面図である。
【図３５】図３５は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能にアンビルに配置した詳細図である。
【図３６】図３６は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能にアンビルに配置した詳細図である。
【図３７】図３７は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を取り
外し可能にアンビルに配置した詳細図である。
【図３８】図３８は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素を含む
パッケージ組立体であって、開いた状態の手術器具のエンドエフェクタにこのパッケージ
組立体が位置された、斜視図である。
【図３９】図３９は、パッケージと支持体の要素の上にエンドエフェクタが閉じた状態を
図示した、図３８のパッケージ組立体の斜視図である。
【図４０】図４０は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、エンドエフェクタの
アンビルに支持体の要素が係合し、パッケージが支持体の要素から取り外された状態を図
示する、図３９のパッケージの斜視図である。
【図４１】図４１は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、滅菌した外部パッケ
ージ内の支持体の要素に使用する、パッケージ組立体の斜視図である。
【図４２】図４２は、未開封状態の図４１のパッケージ組立体の、内部パッケージの斜視
図である。
【図４３】図４３は、図４２のパッケージを部分的に開封した斜視図である。
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【図４４】図４４は、図４２のパッケージを開封した斜視図である。
【図４５】図４５は、開いた状態のエンドエフェクタ内に位置された図４２のパッケージ
の斜視図である。
【図４６】図４６は、エンドエフェクタから部分的に取り外された、図４５のパッケージ
の斜視図である。
【図４７】図４７は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、手術器具のエンドエ
フェクタ内に位置された、支持体の要素に使用するアプリケータ組立体の斜視図である。
【図４８】図４８は、図４７のアプリケータ組立体の平面図である。
【図４９】図４９は、本発明の別の非限定的な実施形態の一つに基づく、アプリケータ組
立体の平面図である。
【図５０】図５０は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体アプリケータ
組立体の斜視図である。
【図５１】図５１は、図５０の支持体アプリケータ組立体の別の斜視図である。
【図５２】図５２は、手術器具のエンドエフェクタ内に位置された図５０の支持体アプリ
ケータ組立体の斜視図である。
【図５３】図５３は、エンドエフェクタから部分的に取り外した図５０の支持体アプリケ
ータ組立体の斜視図である。
【図５４】図５４は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、手術器具のエンドエ
フェクタに少なくとも一つの支持体の要素を取り付けるよう構成された支持体アプリケー
タの斜視図である。
【図５５】図５５は、図５４の支持体アプリケータの分解図である。
【図５６】図５６は、図５４の支持体アプリケータの部品の一部を取り除いた立面図であ
る。
【図５７】図５７は、図５４の支持体アプリケータの部品の一部を取り除いた斜視図であ
る。
【図５８】図５８は、本発明の別の非限定的な実施形態の一つに基づく、手術器具のエン
ドエフェクタに少なくとも一つの支持体の要素を取り付けるよう構成された、別の支持体
アプリケータの斜視図である。
【図５９】図５９は、図５８の支持体アプリケータの分解斜視図である。
【図６０】図６０は、図５８の支持体アプリケータの部品の一部を取り除いた立面図であ
る。
【図６１】図６１は、図５８の支持体アプリケータの部品の一部を取り除いた斜視図であ
る。
【図６２】図６２は、本発明の非限定的な実施形態の一つに基づく、支持体の要素の斜視
図である。
【図６３】図６３は、図６２の線６３－６３に沿った、図６２の支持体の要素の断面図で
ある。
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